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政府関係機関の関西への移転推進に関する緊急申し入れ 

 
少子高齢化と人口減少が急速に進み、既に地方の活力減退が顕在化する中、将来にわたり

元気な日本社会を維持するためには、東京一極集中を是正し、地方への新しい人の流れをつ

くる必要がある。 
そのためにも、現在の「政府関係機関の地方移転」については、現場主義による国民目線

に立った政策企画立案機能の強化や、ＩＣＴを活用した新たな働き方の創造に寄与するほか、

企業の本社機能の地方移転を促す起爆剤にもなりえるものであり、これを一層推進すべきで

ある。 
関西は、首都圏や国内外との交通輸送手段や情報通信機能が充実していること、また、企

業の本社や大学・研究機関、歴史・文化・観光等の地域資源が集積していることから、政府

関係機関の移転先に適している。 
このことから、これまで京都府への文化庁の全面的移転と和歌山県への総務省統計局統計

データ利活用センターの設置が決定し、地方移転の取組が進められているが、国土の双眼構

造を実現し、より一層の地方創生を推進するためには、徳島県での消費者行政新未来創造オ

フィスでの実証実験の成果を踏まえた消費者庁等の全面的移転を実現するなど、さらなる政

府関係機関の地方移転の推進が不可欠である。 

国においては、政府関係機関の地方への移転、特に関西への移転の意義や重要性をご理解

いただき、次の事項について積極的に取り組んでいただくよう、緊急申し入れを行う。 
 

記 
 

 １ 消費者庁等の全面的移転の実現 

３年間の試行期間と位置づけられている消費者庁等の全面的移転については、関西地

域で「消費者行政新未来創造オフィス」と関西広域連合、府県市、経済界等が連携した

取組を進めており、その成果を踏まえ全面的移転の速やかな実現を図ること。 

 

 ２ 移転する文化庁のさらなる機能強化 

文化芸術立国の実現に向け、新たな文化芸術基本法及び改正された文部科学省設置法

を踏まえ、文化庁地域文化創生本部をはじめ、文化庁の機能・組織体制のさらなる強化

及び予算の抜本的拡充を図ること。 

 

 ３ 総務省統計局統計データ利活用センターの活性化 

平成 30 年 4 月に総務省統計局の先進的なデータ利活用の拠点として整備された「統

計データ利活用センター」については、提供可能な調査票情報を充実させるなど、より

一層の活性化を図ること。 

 

４ さらなる政府関係機関の地方移転の推進 

平成 28 年９月に決定された「政府関係機関の地方移転にかかる今後の取組について」

に掲げる取組に留まることなく、東京一極集中の是正や分権型社会の実現に向けて、さ

らなる政府関係機関の地方移転を推進すること。 
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